（様式第１号）
電子契約同意書兼メールアドレス確認書

　以下の案件（契約）について鳥取県が利用する電子契約サービスを利用して電子契約を締結することに同意します。
なお、契約締結権限者の承認に利用するメールアドレス等は、次のとおりとします。

１　契約名（業務（工事）名、発注案件名等）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　契約締結権限者
　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　メールアドレス　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（発注機関の長）　　　　　　　　　　　様

　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　（個人の場合は氏名）

※留意事項
利用するメールアドレスに変更があった場合、再度本様式による提出をお願いします。

	
＜建設工事請負契約の場合＞
建設工事請負契約においては、次の条件に基づき、建設業法第19条第１項及び第２項の規定による書面の交付に代えて電磁的措置を講ずる方法により実施することについて、承諾します。

１　電磁的措置の種類（建設業法施行規則（以下単に「規則」という。）第13条の５第１号関係）
規則第13条の４第１項ロに規定する電子情報処理組織を使用する措置（クラウドサービス（非対面））

２　電磁的措置の内容（ファイルへの記録の方式）（規則第13条の５第２号関係）
　(１) 利用する電子契約サービスの名称：ＷＡＮ－Ｓｉｇｎ（株式会社ＮＸワンビシアーカイブズ）
　　(２) 本人確認措置（電子署名の方式）
契約当事者が指定した電子メールアドレス宛に送信される契約書確認用ＵＲＬから、電子契約サービスにアクセスし、認証手続を行うことにより、契約締結権限者の意思を確認し、電子署名を付加します。
(３) 契約書の改ざん防止措置（タイムスタンプの方式）
　　　　　契約締結時に、電子契約サービスによりタイムスタンプが付与され、そのタイムスタンプに付された時刻以降改ざんされてないことを確認することができます。
(４) 契約書の保存
ＰＤＦファイル形式（Adobe Acrobat Reader 9.0以上で閲覧可能）の書類を電子メール又は電子契約サービス上からダウンロードした当該電磁的記録により、契約当事者の使用に係る電子計算機上で内容を確認できます。

※本承諾後であっても、電磁的措置を講ずる方法により実施することを撤回する旨の申出があった場合、申出以降の建設工事の請負契約については書面を交付することとします。




